
市町村財政比較分析表(平成21年度普通会計決算) 
福島県 川内村 

人 口 
面 積 
標準財政規模 
歳 入 総 額 
歳 出 総 額 
実 質 収 支 

3,029 
197.38 

1,813,461 
2,971,133 
2,867,275 

99,602 

人(H22.3.31現在) 
ｋ㎡ 
千円 
千円 
千円 
千円 

当 該 団 体 値 

類似団体内平均値 

類似団体内の 
 最大値及び最小値 

財政力 

財政力指数 [0.27]  

類似団体内順位 

12/123 
全国市町村平均 

0.55 
福島県市町村平均 

0.50 

0.00 

0.30 

0.60 

0.90 

1.20 

1.50 

0.05 

1.08 

0.18 
0.19 0.19 0.19 0.18 

H21 H20 H19 H18 H17 

0.27 
0.29 0.31 0.30 0.28 

財政構造の弾力性 

経常収支比率 [87.9%]  

類似団体内順位 

98/123 
全国市町村平均 

91.8 
福島県市町村平均 

87.7 

(%) 

110.0 

100.0 

90.0 

80.0 

70.0 

60.0 

50.0 

97.0 

61.5 

81.9 84.9 
87.4 87.7 

87.7 

H21 H20 H19 H18 H17 

87.9 

91.2 90.9 
88.1 

85.6 

人件費・物件費等の状況 

人口1人当たり人件費・物件費等決算額 [283,648円]  

類似団体内順位 

37/123 
全国市町村平均 

115,856 
福島県市町村平均 

117,767 

(円) 

2,500,000 

2,000,000 

1,500,000 

1,000,000 

500,000 

0 

1,842,380 

155,106 

318,168 
298,597 300,655 296,888 306,857 

H21 H20 H19 H18 H17 

283,648 
257,117 247,675 234,130 236,308 

給与水準   （国との比較） 

ラスパイレス指数 [99.7]  

類似団体内順位 

119/123 
全国市平均 

98.8 
全国町村平均 

95.1 
120.0 

110.0 

100.0 

90.0 

80.0 

70.0 

60.0 

102.8 

71.4 

93.5 
93.1 92.8 92.5 92.5 

H21 H20 H19 H18 H17 

99.7 

103.4 
101.4 

96.8 95.7 

定員管理の状況 

人口千人当たり職員数 [18.82人]  

類似団体内順位 

50/123 
全国市町村平均 

7.33 
福島県市町村平均 

7.43 

(人) 

100.00 

80.00 
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0.00 

82.62 

8.16 

19.44 
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H21 H20 H19 H18 H17 

18.82 
18.86 18.67 18.42 18.55 

公債費負担の状況 

実質公債費比率 [9.8%]  

類似団体内順位 

16/123 
全国市町村平均 

11.2 
福島県市町村平均 

13.6 

(%) 
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9.8 10.4 10.7 
13.1 12.0 

将来負担の状況 

将来負担比率 [-%]  

類似団体内順位 

1/123 
全国市町村平均 

92.8 
福島県市町村平均 

90.1 

(%) 

300.0 

200.0 

100.0 

0.0 

213.7 

0.7 

11.2 
29.0 

46.2 

H21 H20 H19 H18 H17 

2.4 

※人件費、物件費及び維持補修費の合計である。 ただし 人件費には事業費支弁人件費を含み、退職金は含まない。 

※グラフ内数値は 
  1月31日現在のもの 

※グラフ内数値は 
  1月31日現在のもの 

財政力 

財政構造の弾力性 

人件費・物件費等の 
状況 

給与水準 
   （国との比較） 

定員管理の状況 

公債費負担の状況 

将来負担の状況 

類似団体平均 

川内村 
※類似団体平均を100とした 
 ときの比率で表した。 

※類似団体とは、人口および産業構造等により全国の市町村を35のグループに分類した結果、当該団体と同じグループに属する団体 
を言う。 

※平成21年度中に市町村合併した団体で、合併前の団体ごとの決算に基づく実質公債費比率及び将来負担比率を算出していない 
団体については、グラフを表記せず、レーダーチャートを破線としている。 

※充当可能財源等が将来負担額を上回っている団体については、将来負担比率のグラフを表記せず、レーダーチャートを破線としている。 

※類似団体内平均値は、充当可能財源等が将来負担額を上回っている団体を含めた加重平均であるため、最小値を下回ることがある。 
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